
10月に発生したオイルシ ョックは、これまで高い経済成長を謡歌してきた世界経済、なかん

ずく 日本経済にかつてない大きな打準を 13・えた 。 物不足、'i~いだめ騒ぎ、狂乱物価を現山する

とともに、 一気に省エネH寺代に突入した。さらに当年は、ドル不安が再燃して我が国は変動相

助制に移行した。

本会の主要業務活動等

1月 物品税の改正(ボウリングポール、ゴルフボールおよびゴム製水rl1遊戯具)が実現

2月 ゴムくずの焼却l処.fIH実験結果に|対する調査報告J?を発行

4月 輸出検査法によるゴム Ji!l物、転夕、ベルト、ホース呼 t2:l_iゴム製品の愉出検査H&li~ (愉
出検査品円令の改正)が実現

IRSG 第 2 回専門家委t~会(ロンドン)に協力参加

6月 IRSG 211 88回グループミーティングに参加者を派遣

7月 米1-"1の動物性油脂 (1刊行)の輸出胤制の撤廃に関して陳情

年初j米の資材の供給']1:仙沼迫に対処するため、木会理'Jc会で資材問脳に|対する|恥H与対策

要綱を決定

木会I)~に「資材委日会」および「資材1，1i-門委員会J を設位、主要資材の供給円滑化につ

き関係先との連絡折在日を開始

11月 合成ゴム一斉値上げ通告に按し、本会より合成ゴム 1:業会会長に対し円考善処方を盟主!

か カーボンブラックの安定供給について通産省に隙'h';
12月 石illl危機に直面し、業界の労務而の対策につき東京および大阪で当主主l対策会合をImllU

ゴム産業関連事項

2丹 東部ゴム工業会は|司会を母体とする点部ゴム厚生年金基金の設置を決定

4月 ASEAN (東南アジア諸国辿合)外相会議で、日本の合成ゴム産業の無差別拡張を非自ftす

る声明発表

5月 第 5次資本自由化の~胞により、ゴム製品製造業は企業植が 100%白山化となる

「その他のゴム製品J製造設備の耐川年数が、従来の 11年から 10年に短縮~この紡*，

ゴム製品の製造設備の耐JlJ年数は糸ゴム (9年)を除いてすべて 10年となる

h 国|探ゴム版物生産・者会議(第3回)が東京で開催

ゴム化成品検査協会は化学品安全センターの設世等に作い、「化学品検査協会jと改称

7月 通産伶の組織変更により、ゴム製品の所作は基礎産業川化学製品訓および生活産業川文

化川品a!!となる

12月 自動Eドタイヤ業界が30%の製品供給削減を自動車業界に申し入れ

作 天然ゴム相場続騰、当先限とも 300円の大台乗せ

政治・経済・社会情勢

1月 ベトナムヰIJ平協定、パリで調印

か 労働行、迎休二日 ~jlJの将及促進について次官通達

2月 ドル不安再燃、米同 ドル再切り下げ実施、日本変動相j~~制に移行

4月 春闘~ Iニ初のゼネスト実施

5月 第5次資本自由化-Jjji!!リとして 100%白山化に

7月 生活関述物資の買い内め、売り惜しみに対する緊急抗位法(投機防止法)公布(特定14

品目を決定)

10月 第4次111京戦争勃発-OAPEC (アラブ石油輸出同機梢)石油戦略発動、オイルショッ

ク起こる

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律公イ百

12月 国民生活安定緊急約百法、石油需給適正化法公布、石油緊急事態を告示

11 4円以来公定歩合のづ|き上げが続き、 12月には戦後llll:高の 9%に引き tげ

EZ冨園 公定歩合の動き

4月 4.25→5.0%
5月 5.0 → 5.5
7月 5.5→6.0
8月 6.0→7.0
12月 7.0→9.0

GDP 
(名目/暦年)

112兆 4，980億円
実質成長率 :8.0% 

回総寧生産台数

7，083千台

前年比:12.5% 

新ゴム消貸量

804千トン
前年比:14.1% 

(昭和48年)


